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経済のグローバル化等に伴う一人当たりの業務負荷の増大、労働者人口の高齢化などに

よって、産業現場における健康管理の重要性は昨今急激に増大しており、今後さらにこの

流れは続くと考えられる。このような状況下では、疾病を抱えながら就労する労働者の増

加は避けられない。 

現在、医師間で交わされる情報提供としては、医療情報提供書が公的医療保険適用の対

象となっている。ただし、これは保険医療機関間に限られる。よって、産業医としてこれ

を業務に活用できるのは、診療所を有する大規模事業場に勤務する極一部であり、大多数

の産業医にとっては利用できない。そのため、主治医から正確な病状や就業上の配慮など

の情報が、提供されにくい現状がある。 

正確な診断や病状、服薬内容、今後の見通し、具体的な就労上の配慮事項などの医療情

報は、労働者が適切な就業上の配慮を受けるにあたって極めて重要である。一方で、医療

情報は特別機微な情報として、プライバシー保護にも十分配慮されなければならない。産

業医は事業者と労働者の間に立って、プライバシー保護に配慮しつつ、医療情報を適切に

管理することができる立場にある。 

主治医から産業医への情報提供が重要となる場面としては、①メンタルヘルス不調者に

対する適切な職場対応、②ガン患者が治療を受けつつ就労を継続する場合、③突然意識を

失うなど、運転業務を含めて安全確保において疾病情報が欠かせない病気や状態、が考え

られる。④その他の疾患（病態）を含め、それぞれについて説明を加えたい。最後にまと

めて関連する文献を提示する。 

①メンタルヘルス不調者に対する適切な職場対応 

昨今、職場のメンタルヘルスにおいて、うつ病の多様化が話題となっており、以前のよ

うに、うつ病という診断が下されたら、やさしく休ませて回復を待つ、という単純な対応

では上手くいかなくなってきている。新型うつ（現代型うつ）、双極性障害、発達障害、パ

ーソナリティー障害などは、その状態や特性に応じて、主治医と職場が連携して適切に対

処しなければ、健全な就労を維持することは難しい。特に、休業していた労働者が復職す

る際、スムースな復帰と再発予防には主治医から職場への情報提供が欠かせない。この点

は、厚生労働省から出された『心の健康問題により休業した労働者の職場復帰支援の手引

き』にも強調されている。さらに、病状の回復レベルだけでなく、本人の問題点や職場で

の配慮に関して、主治医から情報提供がなされることで、より適切な職場対応が可能とな



り、再発を予防できる。 

その一方で、精神科疾患に対する偏見は未だに強く、診断書が人事労務担当職制の管理

に委ねられる現状から、病名を含めてその内容が正確でないことが多く、情報も限られ、

復職支援の参考とならないことが多い。従って、守秘義務を有する医療専門職である産業

医が間に入り、主治医から正確な医療情報が必要十分提供され、プレイバシーに問題ない

形で活用されれば、極めて意義が高いといえる。 

②ガン患者が治療を続けながら就労を継続する場合 

現在、日本人の二人に一人がガンに罹患し、三人に一人がガンで死亡する。労働力の高

齢化が進展する中、ガンに罹患する労働者は確実に増加する。また、治療法や副作用対策

の進歩によって、化学療法や放射線治療が外来で可能となり、治療しつつ、就労を継続す

る労働者の増加が見込まれる。受け入れる職場側としては、正確な診断と概略の予後、今

後の治療が業務に与える影響など、ある程度の見通しが就労配慮上必要である。その情報

の受け取り先として産業医であれば、提供する主治医としても安心して十分な情報を提供

でき、かつそれを適切に活用することが可能である。 

③突然意識を失うなど、安全が保てないことが予想される疾病に関して 

業務中に意識を失うような状況はどんな職場においても危険を伴う。また、平成 26 年 6

月に改訂道路交通法が施行され、病気や内服薬によって突然意識を失うなど、安全な運転

ができない恐れのある場合には、運転免許取得を制限することとなった。運輸業を中心に

運転そのものが業務である企業は多い。また、フォークリフトやクレーンなどを運転する

業務は産業現場ではごく一般的である。さらに、通勤で車を活用する社員へは、通勤災害

を予防する必要性が企業に課せられる。 

本人がみずから申告しない限り、正確な病名や内服薬が産業現場へ情報提供されること

は少ない。安全確保のために主治医からの情報提供が必要であるが、直接、職制へ情報が

提供されるとなると、不利益な取り扱いを受けるのではという不安から、本人が拒否する

可能性がある。情報の受け取りが産業医であれば、安心して情報提供に応じることが可能

となる。また適切な職場配慮という点においても、産業医の関与が望ましい。 

④その他 

肺結核、ウイルス性肝炎のキャリア、などの感染性疾患では、プライバシーに配慮した

職場対応が求められる。また、腰痛や頸肩腕障害などの運動器障害でも専門医の視点から

就業上のアドバイスをもらうことは有意義である。さらには、障害者雇用においても、障

害の程度や問題点などの情報が主治医から産業医へ提供されることで、問題なく就労が可

能となる。 

 

以上より、主治医から正確で必要十分な医療情報の産業医への提供は、事業者の安全配

慮義務履行において極めて価値の高いものであり、今後さらに必要性が高まると予想され

る。主治医から医療情報を提供し易くするために、産業医への「医療情報提供書」が、公



的な医療保険対象となることが強く望まれる。 
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